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抄録：本研究は，札幌市を対象として，地域の小単位区である「統計区」に着目し，高齢者の日常生活に

関わりの深い機能を様々な視点で整理したうえで，地域の現状を基準に「暮らしやすさの潜在性」を解析

した．

具体的な方法は，はじめに地域における現在の姿を把握するため，高齢者の暮らしやすさに関わりのある

生活要素を設定し，関係する機能及び空間について電話帳や各種統計資料等を用いデータベースを構築し

た．続いて，暮らしやすさの特性を把握する方法として主成分分析を適用したほか，地域別の傾向をみる

ために，主成分得点を基に，クラスター分析による類型化を行った．次に，コーホート要因法を用いて，

統計区ごとに将来の高齢人口や総人口を推計し，高齢化及び人口減少などの割合から，指標として偏差値

を算出した．

以上から，類型別，統計区別にその将来性について考察を行った．

結果として，現状において，買い物や飲食など消費行動の場や病院などの医療施設が充実している統計区

では，将来における高齢化の進度が他の統計区と比べて低いという傾向を示すことができた．また，都心

に近い統計区ほど高齢者の暮らしやすさに関係する生活機能が充実している現状も把握することができ

た．一方，生活利便性があまり充実していない統計区は，現在の暮らしやすさに加え，将来の高齢化や人

口減少などの進行が及ぼす衰退など，生活利便地区との格差が生じることについても示唆した．
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Ⅰ．緒言

モータリゼーションの進展や経済のグローバル化とと

もに，都市はその姿を変容させた．広域に拡散してしまっ

た都市では，古くから地域に根づき身近に存在していた

活気あふれる商店街やコミュニティは陰をひそめ，衰退

の一途を辿っている．また，かつて地域社会に備わって

いた絆，地縁，ご近所付き合いといった繫がりは薄れ，

希薄化した住民関係は，現代社会のなかで孤立した人間

を生み出し，高齢者の孤独死などといった社会現象すら

招いている．

さらに，広域拡散した都市機能については，近年にみ

る長引く経済の低迷や，高齢社会，人口減少などの状況

を踏まえ，利便性，経済性の観点からも今まさに再構築

が求められており，各自治体などでは将来に向けたまち

のコンパクト化や地域再生の議論が活発に行われるよう

になってきた．

なお，札幌市では，人口減少や高齢化による地域活力

の低下から，郊外の住宅地域などで，地域社会の機能維

持に対し懸念 が示されており，これを受け「札幌市都

市計画マスタープラン 」の理念や基本目標では，「持続

可能なコンパクトシティの再構築」，「身近な地域的視点

から居住機能を中心に多様な機能のまとまり」を創り出

すことが求められている．

また，2007年に施行された「札幌市民自治基本条例（第

28条) 」では，「まちづくりセンターを拠点として，地

域の特性を踏まえたまちづくりをすすめる」ことが謳わ

れている．

これらのことから，今後の地域のあり方としては，地

域の中心世代となる高齢者の日常生活に視点を置き，よ

り暮らしやすい環境を見据え，活力ある地域づくりを実

践していくことが重要である．また，高齢者の身体特性

や行動特性を考慮したコミュニティの範囲，すなわち徒

歩圏域などの，身近な地域の実態や特性を把握し，現状

に対する認識を深めることが，今後，地域を再生してい

くうえでの基本条件になると考える．

本研究では，現在から将来までを対象とした，高齢者

の暮らしやすさに係る地域特性の指標化を目的としてお

り，各地域の将来像についても考察を行う．
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Ⅱ．研究方法

１．研究のフロー

本研究では，はじめに徒歩圏域を想定し，対象地域の

範囲設定を行った．次に，札幌市等が実施した生活に関

するニーズ調査（アンケート調査）などを参考に，高齢

者に係る様々な生活機能の設定を行った．

続いて，設定した生活機能を基に，電話帳（Ｉタウン

ページ）などを用いてデータベースを構築し，機能の充

足度からみた，各統計区の暮らしやすさを評価した．

また，評価にあたっては，暮らしやすさに寄与する潜

在的な要素の抽出や，地域の特性を分類することを目的

として，主成分分析及びクラスター分析を適用した．

さらには，各統計区の将来の姿を表すために，コーホー

ト要因法を用い，高齢化と人口増減の状況を解析した．

最後に，これらの結果をもとに，現在の暮らしやすさ

と，将来の地域の姿を併せ，各統計区の将来像について

考察した．

研究の進め方についてのフローを以下に示す（図１）．

なお，本研究で用いる「潜在性」は，高齢者の日常生

活に関わりの深い，買い物，医療，飲食，各種会館など，

各統計区が有する施設，あるいは空間の充足度合いを指

しており，それぞれの使用状況については加味していな

い．

また，将来の人口動向も，今後の各地域における生活

施設やサービス機能の充足度合いに影響を与えると思わ

れる潜在的な要素として捉えている．

２．対象とする地域の考え方

本研究は，高齢者にとっての身近な生活範囲という点

に着目しており，より具体的には，徒歩圏域の目安とし

て，小学校区（約100ha）や中学校区などの区域を想定

している．

このため，これらに類似するものとして，札幌市の統

計で従来から用いられてきた，支所や出張所の管轄エリ

アを基に設定された「統計区」に着目した．統計区の設

定は，面積100ha前後，人口規模は10,000～20,000人程

度が想定されており，容易に地域間の比較ができるよう

になっている．実際に，札幌市の206の統計区（準統計

区含む）のうち市街化区域を有する191の統計区を対象

とした場合，各々に面積のばらつきはあるものの，平均

は130haとなる．これは小学校区よりやや広いが，「高齢

者にとっての身近な生活範囲＝徒歩圏域」という本研究

の想定に近いものであり，対象地域の設定に採用した．

ちなみに，平成23年５月時点における小学校数は統計区

数と同じ206校，中学校数は99校である（共に分校を含

む）（表１) ．

３．分析対象地域の選定

分析対象とする地域の前提条件として，市街化区域を

有さない統計区 については対象外にした．

また，都心及び都心周辺部の，商工業用途地域として

性格が色濃い統計区や，観光施設あるいは複数の大学や

高等学校を有する統計区は，一般的な高齢者の日常生活

とは異質な要素が多く，他の統計区に含めて評価するの

は難しいと考え除外した．このため，札幌市の平均昼夜

間人口比率100.9 を判断基準として統計区の絞り込み

を行った（表２）．
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図1 研究のフロー ※( ）は分校

表1 各区の統計区数と小中学校数
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以上を踏まえ，全統計区の66.0％となる136統計区の

選定を行った．なお，区別の対象統計区数をみると，中

央区が最も少なく，51.9％の統計区のみが選定された．

一方，最も多いのは手稲区で，80.0％の統計区が対象と

なった（表３）．

４．高齢者のニーズ

札幌市などで実施しているアンケート調査 の結

果によると，高齢者の日々の生活において，医療機関，

スーパー，小売店など，日常的な生活行動に関係する施

設と住居の近接性にニーズがみられる．なお，交流やふ

れあいのできる場についての質問では，必要であるとし

た回答が多く，具体的には，地域住民の誰もが気軽に参

加できる地域サロンなどに対しての要望であった．これ

らのことから，高齢者は日々の生活に不可欠な生活行動

だけではなく，人との繫がりの場を近隣に求めているこ

とも確認でき，高齢者の生活が身近な地域に強く依存し

ている様子が窺えた．

５．高齢者の暮らしやすさに関係する機能

高齢者の暮らしやすさに関係する機能を設定するにあ

たり，ニーズも踏まえたうえで，生活における多様な行

動や交流を軸として，シチュエーション別に生活要素の

整理を行った（図２）．

合計８つの要素を想定し，行動面では，生活に不可欠

な消費行動（最寄品）や，買回り・専門品などといった

不定期な消費行動，健康面では，総合病院や各種診療医

院，歯科医院，あん摩など保険証を伴う医療施設のほか，

健康相談や指導などを行う福祉施設を対象とした．また，

高齢者の暮らしやすさとその将来

表2 平均昼夜間人口比率100.9以上の統計区（対象外) 表3 区別の対象統計区

図2 行動・交流の要素
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交流面では，主に公共や社交に関係する機能を想定した

ほか，精神的な癒し，または人や地域との繫がりが深い

と考えられる公園や神社なども憩いの場として対象に入

れた．

なお，これらを基にして，合計16機能の設定に至って

おり（表４），それぞれの機能を構成する詳細な施設や空

間などを整理した．

６．データベースの構築

統計区ごとの機能を把握する情報としては，事業所及

び企業における産業，従業者規模等の基本的構造などを

明らかにすることを目的にして総務省が実施する「事業

所・企業統計調査」や，国内の商業の実態などを把握す

るために経済産業省が実施する「商業統計調査」等が考

えられる．しかし，公表されているデータは分類項目

の範疇が広く，これらを用いて生活機能を構成する詳細

な施設・空間を把握することは困難である（表５）．加え

て，調査実施のサイクルは数年ごとであり，現在に当て

はめて活用を考えた場合，必ずしも実状に沿ったものと

はならない．

そこで本研究では，生活者の用途に即し，より細かく

分類されている電話帳のデータを中心に，これに札幌市

が公表している各種統計情報や，ゼンリンなどの住宅地

図情報を加え，表４に設定した各機能に該当する施設や

空間を整理し，機能別，統計区別のデータベースを構築

した．

なお，同一の施設あるいは商店など，電話帳の分類の

なかで複数の業種欄に掲載されている場合があり，それ

らについては，同じ機能の場合は一つの施設とし，異な

る機能の場合は複数の施設として整理した．また，スー

パーマーケットやショッピングセンターなどにテナント

として入居しており，独立した店舗として電話帳に掲載

がある場合についても，一つの機能として取り扱った．

Ⅲ．研究結果

１．高齢者の暮らしやすさの潜在性評価

評価データとしては，高齢者の暮らしやすさに関係す

る16機能（表４）を対象に，これに該当する施設・空間

数を分子に，住民基本台帳（Ｈ23.7）の老年人口を分母

として求めた，１人当たりの機能数を変数として用いた．

また，そのほかに，想定される各機能の利用者規模（居

住人口）も暮らしやすさに影響する要素と考え，市街化

区域人口密度 を新たな変数として加えた．これにより

16機能に新たに市街化区域人口密度を加えた17変数を

用い，主成分分析による解析を行った．主成分分析の結

果，固有値が1.00以上となる，４つの主成分が認められ

た．なお，これら４つの主成分の累積寄与率は60.9％で

ある．

各主成分の特徴を把握するため，主成分負荷量に着目

すると（表６），第１主成分は日常的な行動や交流全般に

関係する生活基本特性として解釈することができ，第２

主成分は交通手段，集合・会合，文化・芸術・運動など

表4 高齢者の暮らしやすさに関係する機能

表5 既存調査の分類・区分

62 札幌市立大学研究論文集 第６巻 第１号（2012)



の公共的な色合いが濃いことから社会参加特性として解

釈した．第３主成分及び第４主成分についても，変数の

性格から判断し，それぞれ，福祉環境特性，精神安穏特

性とした．

続いて，地域の特性を地理的分布として把握するため，

主成分得点を用いてクラスター分析 行い，各統計区の

類型化を行った（表７．図３）．

分析の結果，７つのクラスターが得られ，類型ごとに

その特徴をまとめ命名した．

【Ｃ１：生活機能充実型】

生活するうえでの基本機能が備わっており，社会参加

についても一般的なサービス水準を有する．

該当する主な統計区には，円山地区や麻生地区などが

表6 変数別の主成分負荷量

図3 統計区別のクラスター類型

表7 クラスターの類型化と特徴
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あり，周辺を含めた地区のなかで中心的な役割を担って

いることなどが特徴として挙げられる．

【Ｃ２：日常行動特化型】

生活に関わる消費行動などは充実しているが，社会参

加等の機能は標準以下にある．

該当する統計区には，東区元町や地下鉄平岸駅周辺等

が含まれ，背後圏に大型スーパーの立地や商店街を持つ

など，特に商環境が充実している地区が多い．

【Ｃ３：生活交流希薄型】

特に社会参加に関する機能が少なく，他の機能につい

ても特段の充実がみられない．

交流機能が乏しいほか，なかには旭ヶ丘や新琴似（８

条）等，商環境についても十分ではない地区などが該当

している．

【Ｃ４：日常行動希薄型】

生活する上での行動，交流に関係する基本機能が十分

に満たされていない．

旭山や西野地区等，生活機能，社会参加において，他

の類型と比べても乏しく，地域の自立すら危惧される地

区などが該当している．

【Ｃ５：生活交流充実型】

消費行動などの充実度は低いが，社会参加に関する機

能は高い水準を持つ．

簾舞地区など，社会参加に関係する機能は有している

が商環境は乏しい地区が多く含まれる．

【Ｃ６：生活機能安定型】

生活するうえでの基本機能は他と比べて高く，他の機

能についても高いサービス水準を保っている．

月寒中央や手稲本町地区など全般的に均衡のとれた生

活環境を有している地区が含まれる．

【Ｃ７：生活環境特有型】

独自のコミュニティを形成している．

公園などの周辺に計画的に区画された団地，または自

然との共生など，特有のコミュニティ空間を形成する地

区が該当する．

２．統計区ごとの将来推計

札幌市の住民基本台帳を用い，平成12年及び平成17

年の人口を基準に，平成42年までの期間について，コー

ホート要因法 を用いて，統計区ごとに将来の高齢人口

や総人口を推計した．

人口推計を行う期間については，札幌市の都市計画マ

スタープラン及び長期総合計画などの計画年次が20年

間であることに倣い，地域の変容を捉える期間を平成22

年から平成42年までの20年間とした．

なお，本研究の人口推計は，統計区といった小単位を

対象にしており，各統計区のパラメータとしては，平成

12年から平成17年までの５年間の社会増減率を用い，

これが変化しないものと仮定している（たまたま宅地造

成や大規模小売店舗の開発あるいは廃業などがあった場

合は推計値に大きく影響する）．従って，統計区の合計値

と，国立社会保障・人口問題研究所が行った札幌市の地

域人口推計に乖離がみられることは避けられない．そこ

で，本研究では，算出した将来の高齢化率（65歳以上）

や人口増減率は，将来推計ではなく，各統計区の現状の

傾向を示すものとして解釈した（図４．図５）．

推計結果（表８）の平成42年の高齢化率をみると，全

市33％に対し，南区，厚別区，手稲区では，統計区の平

均がほぼ40％前後の値を示し，他の区と比べ著しく高い

状況となり，平成22年からの増加率も15％を超える．ま

た人口が減少する統計区の割合（表９）も南区が突出し

て高く，他に清田区，東区，手稲区なども目立つ．

さらに，クラスターの類型別に高齢化率，人口増減率，

人口の増減比の平均値を算出したところ（表10），生活利

便性の高い【Ｃ１：生活機能充実型】や【Ｃ２：日常行

動特化型】では，他の類型と比較し，高齢化の割合が小

さく，人口も増加することがわかった．

一方，対象とした統計区の半数以上が含まれる【Ｃ３：

表10 クラスター類型別の平均

表9 人口減少（減少する統計区の割合)

表8 高齢化割合（統計区の平均)

※206統計区のうち居住の無い３統計区は除外
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図4 平成22年の高齢化割合

図5 平成42年の高齢化割合
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生活交流希薄型】及び【Ｃ４：日常行動希薄型】では，

高齢化率が現状でも20％を超えており，これが平成42

年には約35％に達することに加え，人口減少もみられる

ようになり，高齢者が日常生活のなかで，行動したり交

流したりする機会がさらに希薄化することが危惧され

る．

ほかに，高齢化割合の増減が最も大きい【Ｃ７：生活

環境特有型】については，ニュータウンなどの規模の大

きい団地が含まれており，20年後に65歳以上となる現

住者が多いことが予想される．

３．高齢者の暮らしやすさと地域の将来の姿

クラスター分析による類型（高齢者の暮らしやすさの

地域特性）ごとに，そこに含まれる統計区の，将来の高

齢化率（縦軸）と人口減少（横軸）を指標化しプロット

することにより，それぞれの地域の将来像を検討した．

指標には，平成22年から平成42年までの高齢化率の

増減，ならびに人口増減比について，全統計区の平均値

と標準偏差からデータの標準化を行い，さらに偏産値に

換算（平均値＝50，標準偏差＝10）したものを用いた．

偏差値にすることで，各クラスター類型間ならびに各統

計区間で，高齢化と人口減少の進度の高低を相対比較す

ることが可能となった．

【Ｃ１：生活機能充実型（６統計区）】

高齢化と人口減少の指標が，この類型に該当する６統

計区全てで平均以下であり，他のクラスター類型と比べ

ても進度が低い．なかでも，北海道大学の近隣にある

2002（北区：地下鉄南北線北18条から北24条付近）と

1006（中央区：中島公園及び米里行啓通付近）は，高齢

化の進度の低さが際立っている．

【Ｃ２：日常行動特化型（17統計区）】

全体的な傾向として，高齢化，人口減少の進度が平均

より低い．特に7014（西区：JR発寒駅付近）については，

他の統計区と比べても高齢化及び人口減少の進度は低

い．

【Ｃ３：生活交流希薄型（36統計区）】

高齢化は概ね平均に位置しているが，人口減少は平均

より上に集中する傾向がみられる．この点で特徴的なの

が1020（中央区：双子山付近）であり，高齢化の進度は

平均値であるが，人口減少の進度は偏差値80と極めて高

い．なお，1019（中央区：伏見付近）と7015（西区：ち

えりあ・白い恋人パーク付近）は，同類型の他の統計区

と比べて，高齢化，人口減少の進度がともに低いという

点で特徴的である．

【Ｃ４：日常行動希薄型（38統計区）】

傾向として，人口減少の進度が他の類型と比べても高

い位置にある．また，高齢化についても半数以上の統計

区が平均以上に位置している．なかでも，高齢化は

6004（南区：中ノ沢付近）が，人口減少は4505（厚別区：

青葉地区）が突出している．

【Ｃ５：生活交流充実型（21統計区）】

人口減少については概ね平均あたりに集中している

が，高齢化については平均以上の統計区が多い傾向を示

している．

図6 クラスター１の将来指標 図8 クラスター３の将来指標

図7 クラスター２の将来指標
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特徴的なのは，人口減少の進度は低いが高齢化の進度

が高い2024.2（北区：あいの里付近）のほか，人口減少，

高齢化ともに進度が低い2023（北区：篠路付近）や

4003（白石区：菊水付近）などである．

【Ｃ６：生活機能安定型（16統計区）】

高齢化の偏差値は低い傾向を示しているが，人口減少

については該当する統計区で二分する形である．なかで

も，人口減少，高齢化の進度がともに高い6001（南区：

藻岩山・豊平川緑地付近）や，高齢化が高く人口減少が

低い5503.3（清田区：里塚・北広島界付近），高齢化と人

口減少がともに低い5001（豊平区：北海学園大学付近）

が特徴的である．

【Ｃ７：生活環境特有型（２統計区）】

該当する２つの統計区について，共に高齢化の偏差値

は高いが，人口減少については，5503.1（清田区：平岡

公園付近）では低く，逆に6019（南区真駒内・常盤付近）

では高い結果となった．

Ⅳ．考察

本研究では，高齢者の行動や交流について，その前提

条件となる施設や空間，あるいは人口密度など，多くの

要素を持つ地域ほど，高齢者にとって暮らしやすいはず

であるとの仮定に立ち，その充実度合いを指標化し，そ

こから対象となる統計区を類型化し，今後の高齢化や人

口減少などの要素も考慮してその将来像について検討を

行った．ただし，これらは基本的に前提条件としての要

素が強く，実際の高齢者の行動や交流には情報サービス

や各種の行事・サークル活動，社会的なネットワークな

ど，ソフト的な要素も多く含まれる．従って，ここでの

考察は，あくまで前提条件としての潜在的な可能性に限

定されるものである．

本研究の結果から，他と比べて生活利便性が充実して

いる【Ｃ１：生活機能充実型】，【Ｃ２：日常行動特化型】，

【Ｃ６：生活機能安定型】の地域では，将来推計からも高

齢化の進度が低く，人口も現状より増加する傾向が示さ

れた．これらの地域では，今後も高齢者に比較して活動

量が多い生産年齢人口の居住割合が比較的高く推移して

いくと考えられ，現状の統計区にある施設や空間の充実

した機能と併せ，地域の活力に十分期待することのでき

る類型と考えられる．

一方，高齢化の進度が高く，それにともなう人口減少

が読み取れる【Ｃ３：生活交流希薄型】や【Ｃ４：日常

行動希薄型】などの地域は，市内でも郊外に位置する統

計区を多く含んでいる．このため，これらの地域では今

後，死亡による人口の絶対数の減少が進むともに，高齢

者向け施設の遊休化が進むことも予想され，地域活性の

図9 クラスター４の将来指標

図10 クラスター５の将来指標

図11 クラスター６の将来指標

図12 クラスター７の将来指標
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低下が危惧される．

また【Ｃ５：生活交流充実型】の傾向としては，区の

縁辺部，あるいは市内の郊外部に位置している統計区が

多く，高齢化の進度が高い．このため，この類型では今

後，高齢者が日常生活を営むうえで，いかにしてそのサー

ビス水準を確保していくかが課題になると考えられる．

最後に【Ｃ７：生活環境特有型】は，市内郊外部の公

共交通網が発達していないニュータウン（戸建住宅団地）

などを含む類型であり，現状においては，主にマイカー

所有の生産年齢世代の居住が考えられる．このため，将

来，高齢化が進んだ際の交通手段の確保などが今後の課

題として挙げられる．また，現状の生活利便性の観点か

らも，今後も新たな居住が進まず，自然減少への道を辿っ

ていくものと思われる．

Ⅴ．結論

これまで，広域拡散を伴い成長を遂げてきた人口190

万人を誇る札幌市でも，今後は全国にみるように高齢化

が進み，さらには人口減少へと転ずることが予測されて

いる ．

札幌市は，道内の中心都市としての役割も持つことか

ら，特に都心部のインフラが充実しているほか，市内各

地域においても，地域住民の生活の中心となる商業エリ

アが複数存在している．また，それらの地域へのアクセ

スについては，公共交通や，市内全域に発達する道路網

を利用することで，自地域内で全うできない生活機能に

ついても享受することが可能である．

しかし，身体的な移動制約や活動量の小さい高齢者が

今後増えていくなか，生活に必要な機能が徒歩圏などの

身近な範囲に無い地区などは孤立する可能性も考えらえ

る．加えて，身近に行動や交流の機能が乏しいことで，

外出するきっかけが見出せず，地域の活力低下に繫がる

ことも懸念される．

本研究では，身近な地域ということで統計区に着目し

解析を進めたが，結果からは，現状において消費行動の

場や医療施設が充実している統計区では高齢化の進度が

小さいという傾向を示すことができた．また，都心に近

いほど高齢者の暮らしやすさに関係する要素が充実して

いるという状況も確認した．しかし，札幌市内でも高齢

者の暮らしやすさに地域格差が生じていることについて

も特筆すべき事項である．

以上を踏まえ，今後，地域の活性あるいは再生を進め

るうえで，統計区などの小単位区を対象に，それぞれの

実状に沿った策を講じることが重要と考える．

本研究で示した高齢者の暮らしやすさの指標は，各地

域の現況を基にした客観的データのみを扱っているが，

今後，アンケート調査などの主観的データを加え，指標

の妥当性を検証することが必要である．また，本研究で

は，高齢化や人口増減の傾向について，統計区の相対比

較を行うため，人口推計の基準年のデータから偏差値

を算出し指標とした．しかし，今後は高齢化率や人口減

少率，さらには老年人口の増加率などの絶対量の変化に

も着目し分析を進める予定である．
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公表（2011）している都道府県別将来推計人口及び市区町

村別将来推計人口の仮定値表を基本的に使用した．推計

に用いたパラメータは以下の通りである．

･社会移動率：平成12年と平成17年の人口から統計区ご

とに封鎖人口を求め社会増減を算出した．なお以降の年

についても固定で使用している．

･男女・年齢（５歳階級）別生残率：平成12年については

都道府県別の仮定値を用いている．

平成17年以降は，出生→０～４歳のみ都道府県別の仮定

値を用いており他の年齢階級は札幌市の仮定値を用い

た．

･女子の年齢（５歳階級）別出生率：北海道の値を用いてい

る．

･出生性比：全国の値を用いている．

国立社会保障・人口問題研究所：「日本の市区町村別将来
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推計人口（平成20年12月推計）」2011

偏差値については，推計の基準年である平成12年と平成

17年の格差を基としており，必ずしも将来の格差に反映

されるものではない．
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